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＜執筆＞
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第 208 回

Ｈ社は、事務機器販売会社である。Ｈ

社に勤務する営業部員Ａは、営業部長Ｃの

強い要請もあって、得意先であるＮ社の総

務課長Ｂの新居への引越しを手伝うことに

なった。当日、新居に家具を運び込む作業

中、Ａは、ぎっくり腰になり動けなくなっ

てしまった。

本事案は、営業部長Ｃの指示が私的な依

頼の域を出るものではなく、当該労働者の

自己の意思による私的行為に際して起こっ

たものであり、会社の事業運営に緊要で、

かつ、引越しを手伝うことが事業主の絶対

的な特命によって行われていたことまでは

認められなかったため、業務遂行性が否定

され、業務外と判断された。

労働災害の業務上外の認定に当たって

は、業務遂行性および業務起因性の二つの

概念をもって判断する。業務上と認められ

るには使用者が労働者に従事させていた業

務と労働者に生じた傷病などとの間に、一

定の因果関係が存在する必要がある。この

業務と傷病などとの間に要求される因果関

係を業務起因性という。また、業務遂行性

とは、労働者が労働契約の下に事業主の支

配下にあることをいい、業務起因性の第一

次的な判断基準とされる。行政解釈によれ

ば業務遂行性が認められる場合は次の３つ

に大別される。

①事業主の支配下にあり、かつ、管理下

にあって事業場内で業務に従事している場

合

②事業主の支配下にあり、かつ、管理下

が

え
る
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にあるが、業務に従事せず事業場内で休憩

時間や自由行動が許されている場合

③事業主の支配下にあるが、事業場外で

管理下を離れて出張や営業の外回りなど、

用務に従事している場合

前述のとおり、業務遂行性は業務起因性

の第一次的判断基準であることから、一般

的に業務遂行性が認められれば業務起因性

が認められ、業務上災害の認定を得ること

になる。

ここでいう災害発生の原因となる業務

は、事業の運営に係る業務であって、当該

労働者の従事する業務をいう。通常は当該

労働者の本来の担当業務を指すが、事業主

の特別の業務命令によって拡大する場合も

ある。しかし、その範囲は労働関係を基に

しているため、おのずと事業の運営に係る

業務の範囲を超えることはない（労務行政

研究所編「労災保険　業務災害及び通勤災

害認定の理論と実際」労務行政）とされて

いる。

本事案の業務遂行性が認められるために

は、当該労働者の行為が上記類型の③に該

当し、かつ、前述のとおり、事業主の特別

の業務命令によって拡大したとしても、事

業の運営に係る業務の範囲内でなければな

らない。

本事案は結果的にこの業務の範囲を逸

脱しているとして業務遂行性を否認された

が、通常、得意先との関係はビジネスライ

クな取引条件だけで済まされるものでもな

く、取引の成否は得意先の担当者に対する

配慮も重要な要素となる場合がある。そう

したことから、本事案のように営業活動の

一環として得意先の担当者の引越しを手伝

うこともあり得ることである。上司からの

指示で行った行為で被災したＡとしては、

業務上の認定があって当然と考えるのも無

理はないだろう。こうした事態が起きない

ように事業主は普段から社員に対して注意

するべきである。

本事案において当該労働者の引越しの手

伝いが業務の範囲内であって、かつ、業務

遂行性が認められるには、どういった事実

関係があれば可能だろうか。以下に想定し

てみる。

①事業主本人の命令であり、それが私

的な依頼に類するものでないことはいうま

でもなく、あくまでも業務命令であり、Ａ

の自己の意思による私的な行為ではなかっ

た。

②Ｎ社はＨ社の経営上、重要な得意先で

あり、担当課長 B の転居に際し、営業担当

者は業務の一環として引越しを手伝うこと

が恒常化していた。

③引越しの手伝いは勤務時間中である

か、あるいは休日であっても、振替休日が

指定されていたか、もしくは休日労働割増

賃金が支払われていた。

上記のような事実が認められれば、業務

の範囲内であること、業務遂行性を認める

ことも可能となるのではないだろうか。い

ずれにしても、判断に苦しむ事案だと思わ

れる。




